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は じ め に
琉球列島に対する米国の経済援助は様々な形態をとり供与されたが,軍 事
基地の安全保持を最優先 し,こ の目的遂行のため,住 民と友好関係を保ち基
地存続の黙認を得 る手段 として援助が実施された。基本的には住民側から基
地維持を脅かす政治的社会的問題提起がなされない限 り援助政策が積極的に
遂行されることはなかった。住民の不満を緩和する手段として援助が実行さ
れてきたのであり,米 国の一貫 した基本的姿勢は安上が りの基地維持,そ の
ための施政権保持であった。すなわち,琉 球(沖 縄)住 民は米国市民ではな
いので,そ の生活水準の維持向上は自らの手で達成すべきであり,そ の向上
に対 して米国は第一義的な責任を有 しないということであった。琉球列島に
おける米国のプレゼンスは軍事基地維持のためでありそれ以外の野心は持っ
ていないと,琉 球列島米国民政府(USCAR)(1)は 再三表明 した。米国統治
下27年 間における琉球列島に対する米国の方針は予算政策 として具体化 さ
れたが,こ の間の援助政策を考察することによりその狙いが何であったかが
一層鮮明になる。琉球列島に対する援助政策の考察は,米 国の対琉球列島政
策全般並びに対 日本政策,延 いては米国の対外政策分析の一助になると思わ
れる。
さて,第 二次世界大戦の終戦か らサンフランシスコ講和条約発効頃までの
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琉球列 島に対 す る米国援助は,食 糧等を 中心 とす る物資援助 であ った。 と く
に1948年 度 まで は援助物資 のうちで も生存 の最低条 件 を確 保 す るた めの食
糧及 び穀物 が際立 って高い割 合を 占めて いた。物資援 助 は1954年 度 まで競
い牟が,そ の形態 は米軍余剰物 資やGARIOA(ガ リオア)(2),EROA(エ ロ
ア)(3),LARA(ラ ラ)(4)な ど と多 岐にわた り,ま さに飢餓や疾病 な どか ら住
民を守 り,そ して戦 後復興 を促進 す る起 動因 とな った。援助物資 は膨大 な数
量,金 額 にのぼ ったが,そ の中心を な したの はGARIOA援 助であ った。 勿
論,こ う した援助政策 は被援助 国の事情 のみ によるもので はな く,米 国 の長
期的な国家戦略 を色濃 く反映 していた ことは言 うまで もな い。
琉球列 島に対す るGARIOA援 助は1947年 度 か ら1957年 度 まで実 施 され
たが,1954年 度 までの8年 間は物 資援助 の形 態を と り,1955年 度 か ら1957
年 度の3会 計年度 は琉球政府 に対 し現金 を直接供与 す る方 法が採 られた。
GARIOA援 助 の終 了後の琉球列 島に対 す る米 国政府 援助 を財 源 別 に見 る
と,1958年 度 及 び1959年 度 はARI(AdministrationRyukyuIslands),
1960年 度 か ら1962年 度 はRIA(RyukyuIslandsArmy),そして1963年
度 以降はARIA(AdministrationRyukyuIslandsArmy)の名称 の下 予
算要求 された。1959年 度までの対琉球援助 は単 年度 毎 の立 法 に よ り予算 化
され執行 されてきたが,1960年7月 にお ける 「琉球 列 島 の経済 的 ・社会 的
発 展を促進す る法律」,い わゆ るプライ ス法の制定 に伴 い,以 後 米 国政府 の
琉 球政府援助 は同法 に基づ いて実施 された。
こう した点 を踏 まえ,本 稿 では1947年 度か ら1957年 度 まで実施 され た琉
球 列島 に対す るGARIOR援 助を 中心 に分析す る。第1節 で は米 軍余 剰物 資
援 助,第2節 ではGARIOR援 助 と ドルの二重使用 による 日本 経 済の復 興,
そ して第3節 ではGARIOA物 資援助 について論 じ,最 後 に第4節 ではFEC
指令 とGARIOR援 助 について考 察する。
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第1節 米軍余剰物資援助
米軍は沖縄本島に上陸後,海 軍軍政府布告第一号 「米国占領下ノ南西諸島
及其近海居住民二告 グ」(ニ ミッツ布告)(5)を発布 し,日 本帝国政府の全行政
権の行使を停止 し軍政を布いた。沖縄を対日攻略の橋頭墜とするためであっ
た。
占領後,米 軍 は各地に収容所を設けて人々を隔離 し,生 存に必要な最低限
の食料等を支給 した。戦争により徹底的に破壊 し尽 くされ,全 ての生産基盤
が灰塵に帰 したため,住 民は生存の糧を米軍の物資に頼 らざるを得なかった。
とくに沖縄戦開始か ら約1年 間,米 軍は食糧その他物資を無償で配給したが,
同時に一切の労働力の提供も個別的反対給付なしであった(6)。この収容所時
代は,衣 食住及び医療のすべてが日本本土上陸に備えて備蓄されていたとい
われる米軍余剰物資の放出や軍事予算による援助などによって賄われた(7)。
収容所では貨幣の流通が禁止され,人 々は能力 に応 じて労働力を提供 し,必
要に応 じて物資が支給されるという,ま さに究極の経済的公平を経験 した時
代でもあった。
米軍政府は1946年4月15日 に,特 別布告第7号 「紙幣両替外国貿易及び
金銭取引」(8)を発布 し貨幣経済を再開した。続いて4月24日 には 「沖縄に関
する軍政府経済政策たついて」を発表 し,そ れに基づいて米軍への労働力提
供の見返 りに賃金が支給 され,同 年7月 には食糧の配給 も有償となった。こ
うして,経 済活動の正常化が開始 されたのである。
徐々に旧居住地への帰還 も許され生産活動 も再開されたが,衣 食住等にお
ける物資援助に対する高い依存度はかなりの期間続いた。軍余剰物資の配給
は1950年 半ば,す なわち朝鮮戦争開始の頃まで毎年かなりの量に上 ったが,
その中心をなしたのは食糧であった。
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さて,第1表 か ら食糧の総補給量 を見 ると,1946年(7月 ～12月)4.1万
トン,1947年10.6万 トン,48年8.0万 トン,49年 と50年 がそれ ぞれ7.0万
トン,51年(1月 ～8月)5.2万 トンと,膨 大 な量 に上 り,1951年 にお いて
も成人 の所要 カロ リーの約5割 が米軍 による補給食糧 に依存 していた。ただ,
最大 の住民ニ ーズであ った主食 の米 の配給率 が向上 した のは1949年 度 か ら
であ り,そ れ まで は小麦粉が主食 の代替 を担 っていた。小麦 や豆類 な どの補
給 食糧が米国政府 の価格支持の下 で過剰 ス トックにな っていた余剰農産 物で
あ ることは紛れ もない事実で あったが,空 腹 を抱 えた住民 には何 に もまさる
恩恵 であ った。
総補給食糧 消費量 に 占め る軍余剰食糧 の割 合は,1946年 及 び1947年 には
それぞれ62.5%,51.1%と5割 以上 を 占めて いたが,1948年 か ら当該物 資 の
払底 等に よりその比率 は急激 に低下 した。第1表 における数量 は,廉 価 とは
いえ米軍 政府 か ら代金 を請 求 され,住 民が支払 った補給食糧で あ り,こ れ以
外 に多量 の食糧が各種 団体等 に無償で提供 され た(9)。
この よ うに,最:低 限の住 民生 活 が維持 で きた の は,米 軍 の余 剰 物 資 や
GARIOA,EROA,LARAなどの援助 に依 るところが大で あ り,こ うした物
資援助 に より住民 は飢餓に陥 ることな く生存 を維持 し,戦 後復興 に取 り組 む
第1表 補給食糧に占める軍余剰食糧
(トン,%)
総補給食糧 軍 余 剰 食:糧
数 量 数 量 構 成 比
1946 40,79E 25,519 62.5
1947 106,611 54,515 51.1
1948 79,823 7,592 9.5
1949 69,024 2,656 3.E
1950 70,730 1,081 1.5
1951 52,169 246 0.5
資料:沖 縄朝 日新聞社 「沖縄大観」 日本通信社 昭和28年
注:1946年 は7月 ～12月,1951年 は1月 ～8月
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ことがで きた のであ った。
第2節GARIOA援 助 と ドルの二重使用による日本経済の
復興促進
GARIOA資 金 に よ る物 資援 助 は1947米 会 計年 度(1946年7月 ～47年
6月)か ら開始 され,1946年7月 以降,物 資輸入の根幹 をな した。GARIOA
資金 は米 国陸軍 省予算の一部で,第 二次世界大戦後,日 本 や ドイ ツな どの 占
領地域 に対 して米 国が与え た資金な い し援助 であ り,飢 餓 や疾病,社 会不安
を除去 し,占 領行政 を円滑 に押 し進 め る目的で,1946年6月 米 国議 会 の議
決 によ り設 定 された(10)。GARIOA資 金援助 は米国政府 の1947年 度予算 か ら
継続 的に支出 され,琉 球列 島の場合 は1947年 度か ら1957年 度 まで の11会
.計 年度,日 本 に対 して は1947年 度 か ら1951年 度 の5米 会計年度 に亘 って供
与 され た。琉球列 島に対 す るGARIOA援 助の総額 は1億6320万 ドルであっ
たが,一 方,日 本 に供与 されたGAROA援 助額 は17億1530万 ドルで,そ
の他 にGARIOA以 前 の援 助 やSIM(SurplusIncentiveMaterials),QM
(QuartermasterGoods)を合計す ると19億5810万 ドルに達 した(ID。
連合国最高 司令官総 司令 部は1946年1月29日 に 「若干 の外郭地域 を政治
上,行 政上 日本か ら分離す ることに関す る覚 書」(12)を公布 し,北 緯30度 以
南の南西諸 島を 日本 か ら分離 し占領 政策を推 し進 め たが,経 済 的 には1948
年半 ば ごろまで は 日本 と琉球 をプール して取 り扱 っていた。 す なわ ち,琉 球
占領経 費の 日本負担や,通 貨制度,GARIOA援 助 な ど,日 本 と琉球 に対す
る政策 は未分 化の ままで あ った。 この時期 におけ る米 国の沖縄 統治 は明確 な
方針 のない単 な る軍事 占領で あ った。
しか し,1948年 になる と米 国の対 ア ジア政策 や対 日政策 が転 換 され,東
ア ジア地域 にお ける琉球列 島の位置付 けが確定 した ので あ った。GARIOA
(577)109
政経論叢 第72巻第4・5号
援助に関 して,米 国陸軍省は日本向け援助 と琉球向け援助を,1947年 度及
び48年 度の2会 計年度は一括 して予算計上 したが,1949年 度か ら日本 と琉
球を分離 し予算要求 したのであった(13)。この予算要求方式の変更と,そ の理
由および時期はとくに注目する必要がある。中国内戦における共産党勝利や
ソビエ ト連邦の原爆保有等を睨み,米 国が初期の日本 占領政策か ら極東戦略
の一翼を担うよう日本を取 り込む政策,つ まり日本経済の復興促進政策へと
転換 した頃と期を一にしている(14)。1948年初頭には琉球占領経費の日本負
担を停止 し,ま た琉球では1948年7月 に新 日本円を軍票B円 に交換 し,
B円 を唯一の法定通貨 とした。 このように沖縄統治方針が確立 され,1949
年7月 開始の1950年 度予算で沖縄の軍事施設費を計上 し,本 格的な基地建
設に着手 したのであった。
こうした米国の琉球統治政策の転換は経済援助政策 にも反映 し,1949年
度か らEROA(占 領地域経済復興資金)援 助が適用された。GARIOA予 算
の一部を経済復興促進のための援助へ転換 し,EROAと して工業原材料や
産業機械,車 両などの復興資材の供与が開始 された。1949年9月 には琉球
列島保持の正式決定にともない,GARIOA援 助,EROA援 助と共 に,軍 事
基地建設に付随する労働力需要が戦後復興 に拍車をかけたのである。米国は
琉球列島における軍事基地の建設等を通 して,日 本と琉球の戦後復興を推進
する政策を採用 した。すなわち,琉 球列島における軍事基地建設の過程で派
生する需要およびGARIOA・ 資金による物資購入を日本経済の復興 に利用 し
た。・前者については,1950年3月 か ら基地建設工事 に参加希望 の建設業者
に渡航を許可 し,多 くの企業を積極的に基地建設に参加させることにより日
本に貴重な外貨を稼 ぐ機会を提供 した。米軍基地建設 に関わる膨大な需要は,
多 くの日本企業を潤し,少 なからず日本経済の復興に貢献 したのであった。
米国は1949年 度までは,GARIOA資 金による援助物資購入を米国本国で
実施 してきたが,日 本の経済復興を促進するため,1950年 度よ り日本か ら
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購入する政策に転換 し,GARIOA資 金を琉球および日本経済の双方の復興
に利用 したのであった。米国は これを 「ドルの二重使用」(doubleuseof
dollar)と 呼び,そ の効果を大いに宣伝 した(15)。無論,琉 球住民は,生 活パ
ターンの異なる米国の物資よりも,日 用雑貨を中心とした日本製品の輸入を
渇望 していたのである。なお,輸 入には,GARIOA資 金だけでな く,米 軍
基地建設に対する労働力の提供を中心として稼いだ基地関連の ドル収入が充
てられ,1950年 度における日本からの購入額は米国からの輸入額の2.5倍 の
3,383万 ドルに上 った。1949年 度の日本の総輸出額は5億1,000万 ドルであ
り,そ ②うち対琉球輸出は約7%を 占めていたのである。琉球に対す る輸 出
は日本企業にとっては将に干天の慈雨にも相当するものであった㈹。 この点
からも,日 本経済の戦後復興期に,琉 球は貴重な ドルの獲得機 会を提供する
ことにより日本経済の復興促進に寄与 したと言える。
しか し,米 国は琉球列島では日本に対する政策とは全く逆の復興政策を展
開 した。すなわち,日 本に対 しては円安の為替 レー ト設定により輸出産業育
成政策を,琉 球にはB円 高の輸入促進政策を採 り,両 者 の戦後の経済復興
をリンクさせたのであった(17)。琉球では米軍基地に労働力を提供することで
ドルを稼ぎ,必 要な物資は輸入によ り賄うという 「基地依存型輸入経済」が,
この時期にビル トインされつつあったと見ることができる。21世 紀初頭の
今 日,な お脱却 し得ていない沖縄県経済の構造的脆弱性は1950年 ごろの米
国の占領政策にその端緒を見出すことができよう(18)。
第3節GARIOA援 助物資の内容
GARIOA援 助は1947年 度から開始され,1954年 度までの8会 計年度は
当該資金により米本国や日本で物資を購入 し琉球住民に対 し有償で配給する
物資援助の形態をとり,そ して1955～57年 度の3会 計年度は琉球政府会計
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へ直 接現 金 を振 り込 む方法 が採 用 され た。 第2・ 表 は,1947～54年 度 の
GARIOA物 資 援助 の 内訳を 示 した もの で ある。GARIOA資 金 はUSCAR
の行政経費 として,人 件費や旅 費,情 報機 器 な どに充 当 され,当 該経 費 も
USCARの 資料 では援助 と して計上 されて いた(19)。因み に,USCARの 行政
経費 は1947～1951年 度 には200万 ドル をか な り超 え,そ の後1954年 度 には
110.4万 ドルまで低下 したが,1955年 度以降漸増傾 向を しめ した。 経 済 援助
総額 に対す る.USCARの 行政経 費の割合 を 見 る と,初 年度 の26.3%か ら,
総 援助額が ピークの1950年 度 の4.9%を 底 に,そ して1954年 度 の62.4%へ
と概 ね放物 線状 に推移 したが,比 率が高 くな ったのは援 助総 額が激減 し分母
第2表GARIOA物 資援助
(千 ドル)
1947 1948 1949 1950 1951 1952 1953 1954
財貨及びサービス 8,82612,73920,62526,27623,2598,7107,651 848
食 糧 及 び 穀 物 8,29810,7009,4879,14413,2376,4016,32E
肥 料 及 び 種 子 140 150 4,0454,455 394 796 641
油 脂 類 120 120 936 1,5311,3351,288 641 844
工業及び建築資材 1,538 509 4,770
産業機械及び部品 1,3671,566 364
自動車及 び部品 477 1,419 693
教 育 関 連 物 資 108 298 803 1,315 290 41 15 4
医療 関 連 物 資 160 320 521 1,082
そ の 他 の 財 貨 1,15]1,4545,2552,176184 58
輸 送 費 434 1,2103,45i4,142 791 1,4151,173 680
技 術 援 助 57 54 60 53
技術教育及び訓練 165 183 309 336 160
開 発 事 業 77418,99812,4552,769
電 力 施 設 5,0002,000 73
水 道 施 設 200 1,469
そ の 他 77413,798,9862,696
合 計(経 済援助) 9,26C13,94924,85649,58136,74513,2579,2201,741
資 料lUSCAR"CivilAdministrationoftheRyukyuIslands",Vol,IX,No.1,p.94
注;① 会 計年 度 は7月1日 ～翌 年6月30日,②USCARの 行 政 経 費 を含 ま な い。
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が小 さ くな ったが らで ある。無論,こ う したUSCARの 行政 経 費は米 国 の
琉球管理 費であ り住 民に対す る援助 とは言 える ものではない。
さて,GARIOA援 助 は1947年 度の882.6万 ドルか ら急激 に増加 し,1950
年 度 に は4,958.1万 ドル と 当初 の5.4倍 に増 大 した。1949～1951年 度 の
GARIOA援 助 は1億1,118万 ドル にの ぼ り,11年 度 間の援 助合 計額1億
6,322万 ドルの68.1%に 達 した。 その後急激 に減少 し1954年 度 に は174.1万
ドル とピー ク時の僅 か3.5%に,GARIOA援助 の最 終年 度 であ る1957年 度
には102.5万 ドル と1950年 度の2.1%に 激減 したので あ った。 これは米 国共
和 党政権 の予算 政策 や対 外援 助政策を反映 した ものであ ったが,基 地維持 を
最 優先課 題 と し,経 済援助 によ り住民 宥和 政策 を推 し進 め るUSCARの 予
想 を上 回る減額 であ った。
つ ぎに,財 貨及びサ ー ビスの援助 内容 を見 ると,1947～1953年 度 の間 で
最 も大 きな割合 を 占めていたのが食糧及 び穀物援助 である。戦後8年 に亘 っ
て膨大 な量 の食糧及 び穀 物援 助が継続 したのは,需 要側 では 日本 を始 め海 外
か らの引 き上げ者等 による人 口の増 加(総 人 口 は1946年 の約46万 人 か ら
1953年 の77万 人 へ約30万 人増加 した)(20),一 方,供 給側の要因 と して は戦
争 による生産基盤の破壊 と,農 地 の約30%が 軍 用地 と して接取 され,し か
も接取 された土地 のほ とん どが生産性の高 い肥沃 な農地 であ ったため,自 給
率 の向上 が阻害 されたか らで ある。食糧及 び穀物援助額 は1947年 度の829.8
万 ドルか ら1951年 度 には1,323.7万 ドル に増大 し,そ の後1952年 度 が640.1
万 ドル,最 終の1953年 度 が632.6万 ドル と,輸 入 を含 む供給 条件 の改 善 と
ともに急減 した のあった。 と くに1953年 度 のGARIOA援 助物 資 は米,肥
料及 び油脂類 にほぼ限定 されていた。 財貨及 びサー ビス援助 に占める食糧及
び穀物 の割 合は,産 業 関連 資材の比率が高 か った1949～51年 度 を除 けば概
ね8割 を超 えていた。 食糧及 び穀物援助が1953年 度 で打 ち切 りとな った の
は,農 業 自給率 の回復 や,米 軍 関連収入の増加 による購買力 の上昇 によ り輸
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入可能量が増大 したことなどによる⑳。
ところで,1949年 度からは経済復興を目的としたEROA援 助がなされた
が,そ れにより工業及び建築資材や,産 業機械及び部品,教 育関連物資が新
たに加わることになり,軍 事基地の建設需要 と共に戦後復興にさらに拍車を
かけたのであった。1949～1951年 度の3年 度で;工 業及び建築資材 が681.7
万 ドル,産 業機械及び部品が329.7万 ドル,教 育関連物資が258.9万 ドル と
膨大な金額にのぼったが,こ の合計額1,27C.3万 ドルは援助が集 中 したこの
3年 間の経済援助合計額の11%を 占めていたのであった。上述のように,復
興援助が本格化 したのは極東の軍事情勢の変化に伴い,米 国の対 日本政策の
変更 と共 に,琉 球列島における軍事基地立地の比較優位性の認識に基づ く施
政権保持の決定により,琉 球経済の復興の促進が要請 されたのであった。
こうした経済復興のための経済援助と同時に,USCARは1949年 度 から
1952年 度に亘 って開発計画(ConstructionProjects)と 称 し電力施設 や水
道施設などに集中的に投資を実施 した。電力施設に773.0万 ドル,水 道施設
に166.9万 ドル,そ して道路などその他の施設 に2,625.4万 ドルの投資がな
されたが,こ れらの社会資本は米軍 と住民との共用であり,純 然たる住民援
助とは言えないが,生 活関連及び生産関連の社会的間接資本として,住 民の
社会経済活動に対する外部経済効果は極めて大 きなものがあった。
第4節FEC指 令 とGARIOA援 助
まず,1957年 に大統領行政命令が公布 されるまで琉球統治の基本法とし
て位置づけられた 「FEC指 令」について概観 しよう。
琉球列島の国際的地位は1951年9月 調印の対 日講和条約第3条 によ り規
定付けられたが,米 国は1949年 に長期保有を決定 した頃か ら政策変更を考
慮 していた。 その具体化として,1950年10月 米国統合参謀 本部(Joint
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ChiefsofStaff)は 極東軍 船司令部(GeneralHeadquarters,FarEastCom-
mand)に 対 して一般命令第79号 を発 し,こ れ ま での軍 政 府 を廃 止 して,
新 た に琉球 列 島米 国民政 府(UnitedStatesCivilAdministrationofthe
RyukyuIslands)の 設立 を命 じ,米 国極東軍 船司令官 を民 政長 官 に任 命 し
た。 これを受 け極東軍艦 司令官は琉 球軍 司令官 に対 して1950年12月5日 付
けで 「琉球列 島米 国民政府 に関 す る指令」(TheDirectivefortheUnited
StatesCivilAdministrationoftheRyukyulslands)(22),いわゆるFEC指
令を発 し,沖 縄統治 に関す る基本 的指針 を明 らか に した。FEC指 令 は統 治
機構 の変更 と しては画期 的な出来事 であ ったが,統 治その ものに関 しては軍
政府 を民政府 に呼称変更 しただけで実質 的に大 きな変化 はなか った。
FEC指 令 の冒頭で 「占領国の権利義務 に関 す る国際 法 の原 則 に基 づ き米
国政府 は琉球列 島の行政 に責任 を負 ってい るが,そ の行政運営 に関す る方針
は,軍 事的必要 の許す範 囲において,住 民の経済的並び に社会的福祉 の増進
を計 ることにある」 旨,米 国政府 の琉球 列島に対す る方針を明確 に し,こ の
指令 に明示 され た もの以外 の責任 はすべて琉 球列島米国民政副長官 たる琉球
軍司令官 に委任 する と,責 任A(2)に お いて規定 されていた。 その後,発 生
した諸問題,或 いは住民 との間で生 じた摩擦の解 決方法等,琉 球軍 司令官 の
個人的性格 によ り様 々であ ったが,現 地 の最 高責任者 に与え られ た大 きな裁
量権 はこのFEC指 令の規定 に端緒が あ った と言 え よう。
なお,「 軍事 的必 要の許 す範囲内 において…」,「軍事 占領 に支障 を きた さ
ない限 り…」 と,再 三 に亘 り軍事優先 とい う内容の文言を挿入 し,住 民福祉
の向上 は付随 的な ものである ことを明確 に したので あった。
さ らに,目 的Bの(1)Aに おいて,GARIOA資 金 の許 す範 囲 内で戦 前 の
生活水準 を確立す るが,そ れ以上 の生活水準 の向上 は琉球住民 自 らの努力 に
よって達成 され るべきであ ると,琉 球 住 民 の生 活水準 に対 す るUSCARの
義務 の範 囲を明示 したのであ る。 そ して,こ の範 囲 内に お いて長期 計 画(23)
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を策定 して琉球の自立を促す旨,Dの 民政副長官に対する補足的訓令の中で
挙げている。 とくに,FEC指 令のDで は,経 済及び財政について,輸 出及
び輸入代替産業の促進や,貿 易の発展 爾政収入は適切且つ公平な租税によ
り賄 うこと,単 一為替 レー トの設定,GARIOA物 資売上 より生ず る全資金
を繰入れる見返資金勘定の設定,な どが列挙されている。
終戦後,飢 餓線上をさまよった住民にとって最優先の願望は空腹を満たす
ことであったが,上 述のように軍余剰物資やGARIOA物 資援助等 によ り生
存が維持できるようになると生活水準の向上を指向するようになった。その
場合,住 民が戦争前の生活レベルを比較の対象としたのはごく自然であると
思われるが,USCARは 自らの義務の範囲を戦前の生活水準の達成にあると
規定 したのであった(25)。GARIOA物 資援助は1950年 度の4,938万 ドルをピー
クに減少 し,最 終年度の1954年 度は174万 ドルに激減 したのであった。
ところで,FEC指 令に関し特質すべきことの一つは,1951年4月 に見返資
金(CounterpartFund)(25)が 創設されたことである。GARIOA援 助物 資や
その他の援助物資の販売により回収されたB円 は米軍政府の管理す る軍円
予算に組み込まれていたが,軍 円予算は見返資金に吸収 され一元的に管理運
営されることにな った。
FEC指 令は見返資金の使途を次の5項 目に限定 した。
(1)米 国政府が永久に必要とする土地及び施設の購入に要す る特定資金が
認可 されない場合には,見 返 り資金を土地購入に優先的に充当する。
② 適切な税制が設定されるまで,最 小限度必要な資金を中央政府運営の
ために支出て もよい。ただ し,こ の資金を1953年7月1日 以降は使用
してはならない。
(3)米 情報教育計画に対する現金支払い。
(4)経 済復興の推進。島内生産を増加 し経済自立を推進する農業並びに私
企業に対する長期貸付の拡張を含む。
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(5)1950年7月1日 以前米国の使用せる民財産の各使用料の支払い。
こうした規定にのもと見返資金は,琉 球政府に対する財政援助や,米 ・肥
料 に対する価格補助金,琉 球金融公庫への出資金,輸 入米の流通資金,
USCARの 直轄経済援助事業などの経済復興目的に使用 された。見返資金 は
琉球列 島の経済において極 めて重要 なBalancingWheel(25)で あ ると,
USCARは 強調 したが,財 政や経済に与えたインパク トはきわめて大 きなも
のがあった。
一方,GARIOA援 助は1955年 度から琉球政府に対 し直接支出するように
変更 されたが,こ れは援助を琉球住民が容易に認識 し得 るように,す なわち
激減 した援助金の効果を最大限に引き出そうとの狙いからであった(27)。1955
年度か ら1957年 度までの3年 度間のGARIOA援 助額は,そ れぞれ190万
ドル,168万 ドル,103万 ドルへ激減 したのであった(28)。・因みに,こ の3年
度間の琉球政府一般会計におけるGARIOA援 助の歳入総額に占める比率は,
それぞれll.8%,8.3%,4.3%と 極めて低い水準であった。 財政収入 は自ら
の租税収入で賄 うべきであるとのUSCARの 基本 的な方針 もあったが,援
助額が激減 した最大の理由は,国 際収支の悪化に伴 う ドル防衛政策の必要性
とも関連するが,米 本国における政権交代にともなう対外援助政策の転換に
よるものであった。財政規模は出来 るだけ小さい方が望 ましいとの共和党の
伝統的な考え方を踏襲 し,民 主党政権のように予算規模の拡大を推 し進める
政策は採 らなか った。それに対外政策 として経済援助よりも軍事援助に重心
を移す新 しい政策を推進 したのである。
お わ り に
以上,1947年 度か ら1957年 度まで,11年 度間に亘って米国の琉球列島援
助の中心をなしたGARIOA援 助について考察 した。琉球列島統治の狙いは
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軍事基地の安全保持にあったが,、その際米国の方針は自国の納税者の負担を
出来るだけ軽 く抑えることであった。軍事的必要の許す範囲内で住民生活の
向上を図るのが米国の義務で,そ れ以上は琉球住民 自らの努力で達成すべき
であるとの姿勢は一貫 していたといえる。
終戦後,GARIOA援 助等により琉球住民は飢餓を回避 し,そ して戦後復興
に専念することが可能となった。米国の琉球列島長期保有決定後,GARIOA
援助は飛躍的に増大 し,軍 事基地建設関連収入と共に戦後復興に大 きく寄与
した。米国の対外政策の変更等によ り1954年 度からGARIOA援 助は激減
したが,そ の後 もそれまで蓄積されていた軍円資金等に基づ く見返資金の運
用による社会資本形成に重要な役割を果た した。
なお,日 本経済の戦後復興期において琉球列島の果たした経済的役割は極
めて大きなものがあった。すなわち琉球列島向けGARIOA資 金による日本
における物資購入,住 民の稼いだ ドルによる日本製品の購入,そ れに軍事基
地建設に対する日本企業の参入等による外貨の獲得であるQ外 貨が極端に不
足 していた昭和20年 代に琉球列島の ドルは,少 なか らず 日本経済の復興 に
貢献 したのである。
GARIOA物 資援助の販売代金B円 の使途に関 して住民に発言権 はな く,
USCARが その資金の活用についての決定権を全面的に握っていたが,返 済
義務の無い,米 国の援助であると言 う主 旨からであった(29)。つまり,米 国の
プレゼンスの目的か ら,軍 事基地の安全保持のために住民を懐柔する手段と
して利用したと言えよう。 しか し,1972年 の施政権返還の時点で,米 国は
GARIOA援 助に派生する資金による投資を含め琉球列島に対す る投資はす
べて回収 したのであった。とはいえ,GARIOA援 助が琉球列島に与えた直
接 ・間接の経済効果は甚大な ものがあったと評価できよう。
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《注 》
(1)米 国 は現 地 の 統 治 機 関 を当 初 は 軍 政 府(MilitaryGovernment)と称 した
が,1950年12月 以 降 は 琉 球 列 島 米 国 民 政 府(USCAR,UnitedStatesCivil
AdministrationoftheRyukyuIslands)と呼 称 した。
(2)GovernmentandReliefinOccupiedAreas(GARIOA)
(3)EconomicRehabilitationinOccupiedAreas(EROA)
(4)LicensedAgenciesforReliefofAsia(LARA)
LARAは ア メ リカ合 衆 国 や カ ナ ダ,メ キ シ コ,ブ ラ ジ ル,ア ル ゼ ン チ ン,
ペ ル ー な どの 国 々か ら集 め られ た資 金 や物 資 を一 括 し,救 援 物 資 を送 り出 す 窓
口 と して,1946年6月 に一 本 化 され た国 連 管 理 の組 織 で あ る 。 琉 球 に 対 す る
救 援 物 資 は 医薬 品 や 医療 品,食 糧,学 用 品,家 畜 な ど多 岐 に わ た り,1946～48
年 の3年 間 で713ト ン,金 額 に して73万 ドル に上 っ た(沖 縄 朝 日新 聞 社 「沖
縄 大 観 」 日本 通 信 社,昭 和28年;p.161)。
(5)1966年9月21日,布 令 第56号 に よ り廃 止 され る ま で効 力 を持 続 した。
(6)沖 縄 朝 日新 聞社 編 「沖縄 大 観 」 日本 通 信 社,昭 和28年,p.69
(7)琉 球 政 府 文 教 局 「琉 球 史 料 」(第7集)1962年,p.102
(8)米 軍 政 府 は,1日 日本 円 を 米 軍 のB型 円軍 票(SupplementaryTypeofB
MilitaryYen)と1対1の比 率 で 交 換 させ,B円 と新 日本 円 と を 法 定 通 貨 と
した。 そ の後2度 の通 貨 交 換 を 経 て,1948年7月 にB円 を 唯 一 の 法 定 通 貨 と
した。
(9)沖 縄 朝 日新 聞社 編 「沖 縄 大 観 」 日本 通 信 社,昭 和28年,pp.71-75
(10)USCAR"CivilAffairsActivitiesintheRyuk:yuIslands",Vol.1,No.1,
PP.1-2
(11)日 本 側 に は無 償 援 助 と の 期 待 も あ っ た が,10年 近 い 交 渉 の 末,1962年 に
GARIOA等 援 助 は4億9,000万 ドル の分 割 返 済 を も っ て 妥 結 した(大 蔵 省 財
政 史 室 編 「昭和 財 政 史 」 第3巻,昭 和51年,pp.528-29)。 ヅ 方,沖 縄 に 関 し
て は,ガ リオ ア援 助 に基 づ く投 資 を復 帰 時 点 で す べ て 回 収 し,米 国 に と って 沖
縄 統 治 は経 済 的 に十 分 に 引 き合 う もの で あ った(我 部 政 明 「沖縄 返 還 とは 何 で
あ った か 」 三 一 書 房,1996年,pp.191-200)。
(12)SCAPIN677。この 時 か ら沖 縄 の 苦難 に 満 ち た 戦後 の 歴史 が 始 ま っ た の で あ
る。
(13)USCAR"CivilAffairsActivitiesintheRyukyuIslands",Vol.1,No.1,
p.3
(14)大 蔵 省 財 政 史 室 編 「昭 和 財 政 史 」 第5巻,1981年,p.3
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